






























































事例 45 巻 7 号 40 頁以下（2013），同「ヤフー事件最高裁判決が示した法解釈―Auer 原則から得る行政解釈
への敬譲という示唆―」税務事例 48 巻 6 号 32 頁以下，同「租税訴訟における立法事実論と行政機関の優位
性―ヤフー・IDCF事件における立案担当者の私的鑑定意見書を素材に―」税法 576 号 23 頁以下参照。












の平成 19 年 8 月期の損益計算書及びその期末における貸借対照表の記載内容……に照
らしても，本件退職慰労金を 3年以内に分割支給することとしたことが不合理であると



































































（28）この点につき，東京高裁平成 7年 9月 26 日判決（税資 213 号 687 頁）参照。
（29）泉・前掲注 2,70 頁以下も参照。
―178―






































期は，法人税法 22 条 3 項及び 4項に照らして，まずは発生主義と債務確定基準に従って
―179―













高裁平成 5年 11 月 25 日第一小法廷判決（民集 47 巻 9 号 5278 頁）に照らして，疑問を投








































る行政解釈（通達やQ&A等）が会計慣行を形成し，やがて，法人税法 22 条 4 項を通じ
て法規範化する（公正処理基準となる）のではないか，しかもその対象は相当広範囲にわ
たる可能性があるのではないかという懸念すら惹起される（32）。いわば通達による会計慣
行の組成と，当該通達ないし当該会計慣行の法人税法 22 条 4 項を媒介とした法規範化と
いう現象が生起することへの懸念ともいうべきものである。












　本判決は，本件第二金員を平成 20 年 8 月期の損金に算入するという本件会計処理は公
正処理基準に従ったものということができるという上記結論的判示の直後に，次の判示を
続けている。これは，原告が，取締役会決議において，本件退職慰労金の支給を決議した
（31）旧法時代の裁判例であるが，大阪地裁昭和 41 年 1 月 31 日判決（税資 44 号 10 頁）は，費用は特段の事情の
ない限り発生主義（権利確定主義）に基づいて帰属時期を決すべきであり，従業員退職金はその支給義務発
生日の属する事業年度に損金計上すべきであって，資金的余裕がなかったことは特段の事情に当たらないと
判示している。なお，渡辺伸平「税法上の所得をめぐる諸問題」司法研究報告書 19 輯 1 号 73 頁以下も参照。
（32）この点は，酒井克彦「会計慣行の成立と税務通達（上）・（下）」税務事例 47 巻 11 号 1 頁以下，48 巻 2 号 1
頁以下も参照。
―181―
泉　絢也：分掌変更等役員退職給与の課税関係に関する課税庁の “執着” と “隠れた行政指導”（2・完）
ならば，その時点において，本件退職慰労金に係る債務は確定したのであるから，本件退
職慰労金に係る債務は，取締役会開催日の属する平成 19 年 8 月期における損金に算入す
べきである旨の被告の主張に対する応答である。



































千葉商大論叢　第 55 巻　第 2号（2018 年 3 月）
満たしていないというべきである。」と主張する。他方，本件更正通知書では「平成 19 年
6 月期に確定した退職給与 250,000,000 円」と記載しており，本件第二金員を含む本件退





























泉　絢也：分掌変更等役員退職給与の課税関係に関する課税庁の “執着” と “隠れた行政指導”（2・完）
又は容認する一方で，かような通達がもたらす弊害を取り除くことも自ら同時に主張又は
容認せざるをえない，という事情がある（このように法律からの委任もないままに，課税










る限り（同法 34 条 2 項参照），定期的に支払われる給与と同様，経費として，法人の所
得の金額の計算上損金に算入すべきものであることによるものと解される。そして，同






する（かかる解釈を継承する後続の裁判例として , 東京地裁平成 29 年 1 月 12 日判決・













































（35）有安正雄ほか監修『逐条詳解　法人税関係通達総覧―法人税基本通達編―』2429 及び 2432 頁（第一法規加
除式）。基本通達 9－ 2－ 32 注書の趣旨に関して，前掲東京地裁平成 17 年 12 月 6 日判決の判示内容及び同
事件における被告の主張も参照。
―185―





























（36）渡辺淑夫『法人税解釈の実際』390 頁（中央経済社 1989）。ただし , 現金支出時をもって費用を計上すること
が例外的に認められるケースも絶無ではないと考える（東京高裁昭和 47 年 5 月 10 日判決・刑集 28 巻 6 号
324 頁など参照）。なお ,中里実「所得概念と時間―課税のタイミングの観点から―」金子宏編『所得課税の
研究』142 頁以下（有斐閣 1991）, 浅妻章如「暫定的推計的課税」フィナンシャル・レビュー129 号 135 頁も
参照。
（37）成松洋一「報酬，賞与，退職給与及び寄附金等」税弘別冊通巻 1号 170～171 頁参照。
（38）通達の機能については，酒井克彦『アクセス税務通達』21 頁以下（第一法規 2016）参照。
（39）新井隆一『行政法〔第 4版〕』55 頁（成文堂 1980）参照。新井隆一「税務行政手続・序説」日税研論集 25
号 16 頁（1994），同「通達行政と税法通達のあり方」税通 50 巻 8 号 7 頁（1995），同「税法通達の本質」『公
益法人課税学校法人税制』105 頁（成文堂 1986）なども同旨。
―186―










Ⅳ　課税庁の “執着” と “隠れた行政指導”
1　逐条解説と実務講座Q&Aの影響力
　本判決が課税実務に与える影響は決して小さいものではないと思われるが，現在までの












（40）平岡久「訓令・通達」雄川一郎ほか編『現代行政法大系第 7巻』213 頁（有斐閣 1985），同『行政立法と行





感じている。」と述べられる（首藤重幸「租税行政手続（通達・指導）」日税研論集 25 号 171 頁（1994））。
なお，解釈通達が，納税者との関係において行政法学上の行政指導の論理のなかにその位置を占めるべきも




トロール」税理 60 巻 11 号 2 頁以下参照。
（43）中山孝道「実務講座　法人税Q&A分掌変更に伴う役員退職金の分割支給をした場合の損金算入」租税研究
809 号 461 頁以下。
―187―









































































（46）小原・前掲注 24，770 頁。この追加記述に関して，藤曲武美「法人税法における退職給与の意義」税弘 65
巻 2 号 151 頁以下も参照。
―189―



































執着” と” 隠れた行政指導” を垣間見ることができるかもしれない。
―190―


























　　例えば 3回に分けて退職金を支払う場合，「第 1回 X年X月X日　○円」，「第 2




















































本判決は，争点 5ないし基本通達 9－2－28 ただし書との関係では，もはや「分掌変更等」
―192―





の “隠（さ）れた意図” ないし “隠（さ）れた行政指導” が見え隠れしている。先に述べた
通達の行政指導機能及び納税者に対する通達の影響力に照らして，問題視せざるをえない。
　課税庁は，本判決を受けて，非公式の情報発信ないし指導ツールである逐条解説や実務
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〔抄　録〕
　分割支給した分掌変更等退職給与の損金算入の可否等が争われた事件において，東京地
裁平成 27 年 2 月 26 日判決（税資 265 号順号 12613）は，分掌変更等退職給与について，
法人税法上の退職給与に該当するという解釈を示した上で，実際に分割支給した日の属す
る事業年度の損金の額に算入した原告（納税者）の会計処理を支持した。







泉　絢也：分掌変更等役員退職給与の課税関係に関する課税庁の “執着” と “隠れた行政指導”（2・完）
